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大規模地震が発生するときには，同時多発的な火災を伴う場合が多い．地震による建物の倒壊，津波に

よる浸水などと共に，火災によるリスクについて自治体や住民などが正しく理解し，火災発生時の住民に

よる初期消火や避難行動，消防による対応，また防災まちづくりなどに役立たせることが重要である． 
地震火災リスクの評価に延焼解析を用いることが考えられるが，解析の条件によって，延焼性状が大き

く変化するため，解析結果の一般化には注意が必要である． 
本研究では，対象とした地域において，すべての建物をそれぞれ火元として延焼解析を行い，延焼到達

までの時間を考慮した新たな地震火災リスク評価の指標を提案する． 
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1． はじめに 
 
わが国は世界でも有数の地震国であり，今後も南

海トラフ地震，首都直下型地震といった大きな地震

の発生が予想されている．大規模地震が発生すると

きには，火気器具・電熱器具からの出火や，電気機

器・配線からの出火などによって火災を伴う場合が

多い．そのような地震火災は多くの場合，同時多発

的に特殊な状況下で発生するため，通常起こる火災

時のように効率的な消火作業が行われることは期待

できない．したがって，地域の耐火安全性を検討し

ておくことは重要である．また，検討結果を地域住

民に公表することは地震火災に対する危機意識の啓

発にも役立つことが考えられる． 

内閣府中央防災会議は，南海トラフの巨大地震の

被害想定の中で，地域ごとの焼失棟数を予想してい

る1)．被害想定には，延焼クラスターに基づく加藤

らの方法2)を用いている．延焼クラスターとは，風

速・風向および建物構造から延焼限界距離を求め，

この距離内に連担する建物群を一体的に延焼する可

能性がある塊とみなしたものである．この延焼クラ

スターと1棟あたりの火災発生確率などから，対象

地域における焼失棟数の期待値を算定している． 

しかし，建物の密度や配置によって延焼に要する

時間は異なるため，最終的な焼失棟数のみで地域の

地震火災に対するリスクを評価することは必ずしも

十分ではなく，延焼動態を考慮した評価も必要と考

えられる． 

延焼動態を考慮するためには，延焼解析が必要と

なる．延焼解析についてはさまざまな研究がなされ

ている．地震時火災による延焼解析の研究は，延焼

モデル構築の研究と，それの市街地への適用法に関

する研究に分けられる． 
延焼モデルの構築については，棟内および棟間の

延焼速度式を，物理的な根拠や市街地火災の被害調

査に基づいて展開する研究などが行われている．延

焼速度式として従来，浜田式 3）がよく用いられて

きた．この式はもともと純木造家屋への適応を基本

としたものであるが，その後，防火木造や耐火造の

延焼速度式も提案されている．また，1995 年の阪

神・淡路大震災の後，東京消防庁より新たな延焼速

度式（東消式 97）4)が提案された．この式は，阪

神・淡路大震災で同時多発した市街地火災の調査・

検討より，建物の全半壊等による影響を考慮した延

焼速度式である．さらに，地震被害を受けた準耐

火・耐火造建物の延焼性状に関する検討が加えられ，

新たな延焼速度式（東消式 2001）5)が構築されてい

る． 
一方，延焼モデルの市街地への適用については，

従来より市街地のマクロ的な情報（建ぺい率，建物
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構造比率等）から，メッシュ単位で延焼拡大をシミ

ュレートすることはなされてきた．近年のGISの発

展や延焼速度式の提案等によって，１棟ごとの延焼

拡大の状況のミクロ的なシミュレーションも行われ

るようになった．矢野ら6)は，火災の延焼過程を，

建物の延焼過程，隣接建物等の関係で定まる伝播過

程，および着火過程に分けて捉え，独自の式を用い

て神戸市の地震火災の動態をシミュレートした．東

京消防庁でも，同庁が提案した延焼速度式を用いた

1995年兵庫県南部地震における神戸市の延焼シミュ

レーションを行い，実際の延焼動態が推定できるこ

とを示している4)．関沢らは，解析モデルのデータ

作成に電子住宅地図を用いて予め延焼経路データを

作成し，地震発生後に得られる風向，風速，出火情

報などの条件を入力して延焼シミュレーションを行

うシステムを構築している7)．林らは，個別建物の

火災成長過程，建物外部に対する熱源や熱量，出火

と表面温度上昇などをモデル化した延焼シミュレー

ションの方法を提案している8)．また，辻原らは電

子住宅地図を用いた簡便なデータ作成サブシステム

を組み込んだ延焼シミュレーションシステムを提案

し，延焼解析に最短経路探索を導入することで，延

焼経路も含めて延焼動態をシステムの中で計算する

ことを実現している9,10)．さらに，辻原らは離散事

象のモデル化の方法の一つであるペトリネット11)で

市街地をモデル化し，地震時火災の延焼を簡便にか

つ，同時多発火災にも対応できるシステムを構築し

た12)． ペトリネットによる延焼解析法は，予め延

焼経路を設定する必要がなく，同時多発火災にも対

応でき，かつ一般には煩雑な解析モデルが市販の住

宅地図を用いて簡便に行うことができる13)などの利

点がある． 
このように，延焼解析の方法については，これま

でいくつか提案されており，１棟単位で延焼動態を

計算できるようになってきた．しかし，このような

延焼のシミュレーションは，解析の条件によって延

焼性状が変化するため，解析結果の火災リスクへの

一般化には注意が必要である．とくに，解析の際に

設定した出火元の影響は大きい． 

本研究では，延焼解析に基づき，延焼動態が考慮

でき出火元の影響を直接受けない地震火災リスクの

評価法を提案する． 
  

 
２． 地震火災リスクの評価法 
 
図-1 に示すように，建物配置の密度が異なる建

物群において，それぞれ火災が発生した場合に，図

-2 に示すように延焼棟数の時系列は異なる．建物

の密度が高ければ，それだけ延焼が速い．どちらの

建物群も最終的にすべての建物が延焼するとして，

延焼棟数だけから建物群の地震火災に対するリスク

を評価すれば，両建物群は同一のリスクになる．し

かし，最終的な延焼棟数が同じであっても，初期消

火や消防の活動を考慮すると，延焼の速さの違いは

リスクを評価する上で無視できないと考えられる． 

上述の問題を解決するためには，延焼の動態が評

価できる延焼解析が必要となる．しかし，その場合，

対象とする建物群において，出火元として設定する

建物によって延焼動態が大きく異なるため，延焼解

析結果を一般化し，どのようにリスク評価に結びつ

けるかが重要である． 

いま，ある地区において，風速，風向や震度など

の条件を与えて１棟単位の延焼解析を行い，建物 j
の出火によって別の建物 i が延焼したものとする．

このとき，建物 i に延焼が到達するまでに他のいく

つかの建物を経由して延焼したとしても，建物 j の
出火が原因で建物 i が延焼する確率は，建物 j の出

火確率と同一とみなすことができる．同地区に n 棟

の建物がある場合，建物 j 以外の建物が出火元にな

った場合も同様に考えられるので，建物 i が延焼す

る確率は次式で表される． 

∑
=

⋅=
n

j
origin jijPiP

1
),()()( α                    (1) 

ここに， 

)(iP  ：建物 i が延焼する確率 [%] 

図-2火災発生からの時間と延焼棟数の関係 

(a)低密度の建物群                       (b)高密度の建物群 
図-1 建物配置の密度が異なる建物群 
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n ：建物の総数 

)( jPorigin ：建物 j の出火率[%] 

),( ijα ：建物 j を火元として，延焼解析の結果，

建物 i に延焼した場合は 1.0，しない場合

は 0.0 とする係数 
式(1)は建物 i が最終的に延焼する確率を表す式であ

る．対象地区のすべての建物を出火元として延焼解

析を行い，出火した建物の出火率から，それぞれの

建物の延焼の確率を計算しているため，出火元の設

定による偏りを取り除くことはできる．しかし，そ

れだけでは延焼の動態が考慮されていないことがわ

かる． 
以下では，出火元の設定に影響を受けず，かつ延

焼の動態が考慮できるリスク評価の方法について述

べる． 
 
（１）評価式 

 本研究では，地震火災リスクの評価式として，次

式を提案する． 
 

  ∑∑
= =

⋅⋅=
n

j

s

k
originrisk kijjPkWiP

1 1
),,()()()( β      (2) 

100/)(
1
∑
=

− =
n

i
riskarearisk iPP                                   (3)                                      

ここに， 

)(iPrisk  ：建物 i の地震火災の危険度 [%] 

n ：建物の総数 

)(kW ：延焼に要する時間枠 k に対する重み係数

s ：延焼に要する時間枠の総数 

)( jPorigin ：建物 j の出火率[%] 

),,( kijβ ：建物 j を火元として，建物 i への延焼

に要する時間が時間枠 k に含まれる場合

は 1.0，含まれない場合は 0.0 とする係数 

areariskP − ：延焼動態を考慮した対象地域の地震危険

度指数 

 時間枠は，火災発生から対象とする建物への延焼

到達までの時間帯を表し，例えば，0～1 時間，1～

2 時間，･･･， 2−s ～ 1−s 時間， 1−s 時間以上と

いったものである． )(kW ， sk ,,2,1 = の値を順

に小さくすることで，延焼に要する時間を考慮した

リスクの評価値が得られる． )(kW の値の合計は

1.0 となるように設定する．対象地域における最終

的な焼失棟数の期待値は， 1=s ， 0.1)1( =W とし

て，時間枠を設定しない場合の areariskP − の値に相当

する．また，それぞれの建物の焼失の可能性は，

1=s ， 0.1)1( =W としたときの )(iPrisk に相当す

る． 
 

（２）出火率 

 内閣府中央防災会議が，南海トラフの巨大地震の

被害想定において用いている出火率 1)を本研究でも

用いることとした．出火要因の多くを占める火気器

具，電気関係からの出火について，震度，地震発生

の時期･時間帯，倒壊の有無，建物の用途による火

気器具・電熱器具からの出火率，また電気機器・配

線からの出火件数等が示されている．さらに，初期

消火成功率，消防力による消火可能件数に関する資

料も示されている． 

 

（３）延焼解析法 

対象とする地域において，すべての建物をそれぞ

れ出火元として延焼解析を行い，その都度各建物へ

の延焼到達時間を求める必要がある．本研究では，

延焼シミュレーションに著者らが提案した，利便性

を考慮した方法 13)を用いることとした．延焼速度

式は東京消防庁の提案式（東消式 2001）5)を用いて

いる．建物 1 棟ごとのミクロ延焼解析において，解

析モデルの構築が必要であるが，同手法によれば，

電子住宅地図を用いて簡便に構築できる．また，延

焼解析のアルゴリズムにペトリネットを用いること

で，計算速度にも配慮されている． 
 
 
３． 数値計算例 

 
地震火災リスクの評価対象とした地区を図-3に示

す．建物総数は475棟で，冬の18時に震度7の地震が

発生し，東からの風8m/sの条件で計算した．建物は

すべて木造と仮定している．ここでは，延焼限界距

図-3 地震火災リスク評価の対象地区 
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離を8mとし，また消防力による消火活動はないも

のとしている．式(2)における時間枠 )(kW は7とし

て0～1時間，･･･，6時間以上とし，重み係数は順に

1.0 : 0.8 : 0.6 : 0.4 : 0.2 : 0.1 : 0.05の割合とした．なお，

対象とした地区以外からの延焼は考慮していない．  
図-4には，対象地区における建物の危険度を色別

に表示している．対象地区の危険度指数は8.6であ

った．図-5には対象地区における建物の焼失の可能

性(%)を示す．全体の延焼予測棟数は58.3棟となっ

た．危険度と焼失の可能性の最大値はそれぞれ4.1%
と21.9%であった．図-4と図-5より，どちらも建物

の集中度の高い西側で値が高くなっている．一方，

両図を比較すると，延焼動態を考慮した図-4の危険

度の方が，周辺の建物群において，リスクがより詳

細に現れていることが見て取れる．  

 
 
４． まとめ 

 

本研究では，延焼動態を考慮した地震火災アセス

メントの方法を提案した． 

延焼動態を考慮することで，より詳細に危険度が

評価できる可能性を示すことができた． 

一方，建物ごとの危険度や地区全体の危険度指数

について，それらの数値が持つ意味が解りにくいと

いう課題が残り，今後検討する必要がある． 
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